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2010 年秋から筆者の活動の中心を東京に移した。ケンブリッジの研究者との関係を維持しつつも、米中両国、東南アジア、そして欧州の研究者との関係を強化し、
グローバルな視点から読者諸兄姉と共に日本の将来を考えてみたい。従ってタイトルも Tokyo-Cambridge Gazette に変更する。 
  
『東京=ケンブリッジ・ガゼット: グローバル戦略編』 

第 201 号 (2026 年 1 月) 
キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹 栗原 潤 

小誌は大量の資料を網羅的かつ詳細に報告するものではない—筆者が接した情報

や文献を①マクロ経済、②資源・エネルギー、環境、③外交・安全保障の分野に

関し整理したものである。紙面や時間の制約に加えて筆者の限られた能力という

問題は有るが、小誌が少しでも役立つことを心から願っている。 

彼れを知りて己れを知れば、百戦して殆 (あや)うからず。 
彼れを知らずしよて己れを知れば、一勝一負す。 
彼れを知らず己れを知らざれば、戦う毎に必ず殆うし。    (孫子) 

Know the enemy and know yourself; In a hundred battles you will never be in peril. 
When you are ignorant of the enemy but know yourself; Your chances of winning or losing are equal. 
If ignorant both of your enemy and of yourself; You are certain in every battle to be in peril.  (Sunzi/Sun Tzu)  
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1. Tokyo-Cambridge Gazette: グローバル戦略編第 201 号 

謹賀新年、2026 年最初の海外情報を読者諸兄姉にご報告する。 
世界情勢を俯瞰してみた時、年初から平和と繁栄の貴重さを痛感する。英Financial Times 紙の社説は 12 月 30 日、“The Human Cost of a 

World Without Rules”と題し、現在の乱れた法秩序の下で多くの人々が苦しんでいる事態を報告している。世界に“親切心”や“愛情”が多くの
人々の心に再び満ちてくるよう、一人ひとりが自らの得意とする分野で努力を続けなければならない。  
小誌前号でも触れた 12 月初旬開催の「2025 国際ロボット展(International Robot Exhibition (iREX2025)」は最新のロボット関連技術—humanoid 

robots や AI-enabled robots—を垣間見る良い機会だった。673 の出展者が参加し(そのうち海外からは iREX 史上最多の 140 社・団体)、累計来場者
は約 15 万 6 千人だった。12 月 4 日最後のパネル討論会は午後 4 時半開始だったが、来場者席が殆ど満席で、司会を務めた筆者はホッと胸を
なでおろした次第だ。3 日夕刻に開催されたレセプションでは、経済産業省(METI)や日本ロボット工業会(JARA)の方々に加えて、中国からの
参加者、更にはフランクフルトから訪日した国際ロボット連盟(IFR)のスザンネ・ピーラー事務局長と言葉を交わす事が出来て喜んでいる。  

12 月 20 日、Stanford 大学から或る情報が届いた—書籍(The Digitalist Papers: The Economics of Transformative AI, Volume 2)の公表である。
Transformative AI とは政治経済社会の変革を誘導するAI だ。2023 年 7 月 18 日、国連安全保障理事会で AI の初会合が開催されて、司会を
務めたジェイムズ・クリヴァリー英国外相は、AI が「人の生活のあらゆる側面を根本的に変える(fundamentally alter every aspect of human life)」
と語り、「AI は国境を認識しないが故に、変革を誘導する技術に関するグローバルな統治を早急に形づくる(shape the global governance of 
transformative technologies because AI knows no borders)」必要性を強調した。現実的な話として、軍民両用技術(DUT)でもあるAI は各国の間で
開発競争が進んでいる。その証拠に 2023 年 7 月 23 日、米空軍は 3 時間に及ぶAI 無人戦闘機(XQ-58A Valkyrie)の飛行実験に成功している。 
米国史に詳しい人なら直ちに理解出来るが、The Digitalist Papers の名は、建国時にマディソン等が憲法成立に関し、ペンネーム(Publius)

で著した The Federalist Papers に因んでいる。2024 年 9 月に公表された The Digitalist Papers 第 1 巻に続いて、第 2 巻では Stanford 大学の
ブリンニョルフソン教授をはじめ、Toronto 大学のアジェイ・アグラワル教授やMIT のディヴィッド・オーター教授等が著した 21 論文が
掲載されている(参考までに、論文のタイトルのリストを小誌 PDF 版に示している)。  
日進月歩である AI・ロボット技術に関し、先月も引き続き悲観論・楽観論の両論が混在していた。筆者は技術者ではないが、当該技術

の社会実装を考案・設計・提案する事に関し、多様な分野の専門家と議論している。従って悲観・楽観に関する判断は差し控える一方で、
如何なる組織・制度がAI・ロボット技術を導入していくか、という視点から考察を加えている。こうした視点に立ち、先月議論した情報
を分類すると、概ね次の 7 つの分野に分ける事が出来る(PDF 版 2 を参照)。 
経済の領域では①AI・ロボットが労働市場に与える影響、②AI がバブルであるか否か、またバブル崩壊は近いか否か、③AI・ロボット

が企業組織を如何に変えているか、という 3 分野。次に技術の領域では④米中間の技術開発競争の将来、⑤Humanoid robots の技術は既に
社会実装可能な水準に到達したか否か、⑥欧州諸国の技術開発上の問題、⑦DUT である robotics が既に実戦配備の水準に達している状況、
という 4 分野。⑦に関し 12 月にウクライナ軍が、厳重警戒下のノヴォロシスク露軍港内に停泊中の潜水艦を水中 drone (UUV ‘Sub Sea Bay’)
で撃沈したとの報道は衝動的だった(PDF 版 2 を参照)。 

 

12 月 5~17 日、仏独英の順に訪問し、政治経済そして技術政策に関して友人達と意見交換を楽しんだ。  
最近は海外との情報交換が online 中心になったが、やはりワイングラス片手に親密な(tête-à-tête)形で行うと情報交換の質量共に一段と向

上する。加えて出張先の書店に立ち寄り、日本では発見しづらい本を見つける事が出来るため、情報収集の成果が格段と上がる。 
Paris では生誕百年・没後 30 年の哲学者ジル・ドゥルーズの本を見つけ、Berlin では没後 50 年のハンナ・アーレントの本や浮世絵師の

北斎を敬愛した生誕 150 年の詩人リルケの本を発見した。またLondon で生誕 250 年のジェーン・オースティンや今月没後 50 年を迎える
アガサ・クリスティの書籍を発見して喜んでいる。こうした書籍は最新ではないが、友人達との会話の中では重要な役割を果たす。  
またドイツでは書店で発見した次の近刊書に関し、面談した際に友人達の解説・評価を聞く事が出来た(紙面の制約上、書名だけを記す)。

①ミュンヘン連邦軍大学(UNIBW)教授が著したロシアによるウクライナ進攻の展望(Wenn Russland Gewint: Ein Szenario; 仮訳「ロシア勝利の時: 
シナリオ」昨年 3 月発売。米Foreign Policy 誌は同書の英訳版をChristmas Season に読む事を推奨)、②NATO 国防大学(NDC)調査部長・欧州安全
保障研究所(EUISS)副所長を務めた専門家による展望(Szenario: Die Zukunft steht auf dem Spiel; 仮訳「シナリオ、将来は非常に危険」昨年 11 月)、
③革新的政治家とHumboldt 大学教授が著したドイツの現状分析(Der große Umbruch: Ein Gespräch über Krisen, Konflikte und Kompromisse; 仮訳
「大変革: 危機、対立、そして妥協」昨年 10 月)、④歴史学者による国内東西分裂史(Die Übernahme: Wie Ostdeutschland Teil der Bundesrepublik wurde; 
仮訳「吸収合併: 如何にして東独は西独の一部となったか」昨年 7 月)、⑤ロシアによる侵攻作戦まで「武力行使は弱さの証拠」と筋金入りの
平和主義者であったウクライナ系のドイツ人ジャーナリストによる戦況報告(Für euch würde ich kämpfen: Mein Bruch mit dem Pazifismus; 仮訳
「君達のために戦う、平和主義との決別」昨年 10 月)(紙面の制約上、その他の本は省略する)。  
米国政府が 12 月 4 日に公表した安全保障戦略は欧州諸国で大々的に報道された。独 Frankfurter Allgemeine Zeitung 紙は直ちに、欧州に

関連する部分を全訳して読者に伝えた。一方、欧州の友人達は米現政権の“America First”戦略として不本意だが甘受する考えを示している。
だが、小誌 11 月号でも記した通り、欧州最強国のドイツは現在の経済状態の下で、軍事的に強くなれるかという疑念がある(これに関し、
PDF 版 2 のForeign Affairs 誌の“Can Germany Be Afford to Be Europe’s Protector?”を参照)。また筆者は友人達に対し次の様に質問した—「2007 年
ミュンヘン安全保障会議(MSC)でメルケル首相(当時)は露大統領の真意を感知したと、自伝に記している(小誌 2025 年 1 月号参照)。その時に伝統的
“東方政策(Ostpolitik)”である“貿易を通じた変革(Wandel durch Handel (WdH))”の破綻は予見されていたのではないか?」。友人達の返答は次の通り—
「聡明な彼女は覚悟していた。だが、ロシアのエネルギーを必要とする産業界と一般大衆がWdH の継続を望んだのだ。仕方がないよ」。 
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新(あたら)しき 年の初めの初春の 今日降る雪の いや頻(し)け吉事(よごと)。 
(万葉仮名: 新 年乃始乃 波都波流能 家布敷流由伎能 伊夜之家餘其騰。)    
                                                           (大伴家持) 

On this New Year’s Day  Which falls on the first day of spring   
Like the snow that also falls today  And up without pause or end . . .  
(OTOMO no Yakamochi, a Japanese statesman and waka poet (Eng. trans. Peter J. MacMillan))  
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英国出張時、日本・欧州の経済と終戦 80 周年を迎えた第二次大戦に関し友人達と意見交換を行った。  
London 及びOxford では、日本及び欧州諸国の innovation policies について議論した。17 日に帰国した後も、AI・ロボット技術を念頭に

して昨年 11 月 28 日に公表された OECD の報告書(“Artificial Intelligence and the Labour Market in Japan”)を中心に議論した。同報告書は国際的・
国内的な比較をする際、英国滞在の様々な国の友人達と議論するのに役立った。ただ、報告書の内容は日本にとって必ずしも芳しくない。
AI を使用する従業員比率を国際比較すると日本は著しく低い。先導的役割を果たす金融・保険分野において、また製造業分野においても
国際的に著しく低い。日本国内の地域別に見ると、南関東・近畿は比較的高いが、北海道が驚くほど低い(PDF 版の図 1~3 を参照)。今後は、
国内の友人達と共にAI の普及のために新しい解決策を議論する事にしている。  

12 月 11 日、独連邦統計局(Destatis)が人口動態統計を公表した。日本と同様、高齢化と人口減少が問題視されている(PDF 版 2 を参照)。
友人は、英国は幸いにも人口増加傾向を維持している。しかし、それは移民の寄与に依ると同時に、それを起因とする深刻な社会問題が
顕在化している事—特にEU 圏以外の人々の流入急増による賃貸住宅問題と英国民との文化的摩擦—も追加的に語った。  
友人達に対し筆者は次の様に述べた—「ボクも少子高齢化は以前から指摘してきた問題だが、それよりも innovation strategies の方がより一層

深刻な問題だ」。そして碩学吉川洋東京大学名誉教授の著書『人口と日本経済』を引用しつつ、“一人当たりの所得”を高める innovation こそ
重要である、と語った。余談だが、吉川先生は本の中で、1931 年、東京帝国大学で河合栄治郎先生や東畑精一先生と共にシュンペーター
先生が映っている写真に触れておられる。筆者は、学生時代にシュンペーター来日に関し高田保馬先生の記述だけしか知らなかったため、
興奮した事も語った。吉川先生は同書の中で「人口が減っていく日本国内のマーケットに未来はない、という声をよく耳にするが、超高齢社会
に向けたイノベーションにとって、日本経済は大きな可能性を秘めているのである。残念ながら、現状では日本企業は退嬰的だ」と記されている。 
そして筆者はシュンペーター先生が著書(Theorie der wirtschaftlichen Entwicklung)の初版で述べた言葉を引用した—「既存の働き方の枠内

だけで自由な意識的選択が行われ、単に理性的と考えられる行動が存在する。こうした方法では“新しいもの”は決して創造されない(Nur innerhalb 
dergegebenen Arbeitsmethoden herrscht völlig freie bewußte Wahl und liegt einlediglich vernunftgemäß zu begreifender Handlungsspielraum. Auf diese Art wirdnie 
"Neues" geschaffen.)」(初版(1912)。巷間知られているのは 1926 年の改定された第 2 版とその英訳)。即ち我々が“新しいもの”を生み出すために、
静態的立場からは一見非理性的に映る innovation process を開始する時、ケインズ先生が語る“animal spirits”を必要としているのだ。  
英国最後の日、St. James Square に在る海軍・陸軍将校用会員制クラブ(the Naval and Military Club、通称 the In & Out)で友人と会食した。

The In & Out に向かう直前、近くに在る Fortnum & Mason 本店に入ったところ、不景気など全く感じられない spending spree を目撃して、
まさしく英国版 K-shape Christmas を体感した(米国版の“Happy K-shape Christmas”については、PDF 版 2 のFinancial Times, Dec. 21 を参照)。  

The In & Out はチャーチルが頻繁にお酒を楽しんだ所だ。友人とは、チャーチルの鋭い戦略眼と悲惨な作戦計画立案能力を語り合った。
チャーチルはヒトラーとの対決に備えてスターリンと同盟を組み、“悪魔とさえ手を結ぶ”戦略を採った—しかも大戦後のスターリンの勢力
拡大を危惧し、欧州大陸での砦となる国としてフランスを—1940 年の敗戦後Vichy France が枢軸側であったにも拘らず—戦勝国側に入れたのだ。
一方、彼の作戦家としての能力は絶望的だ—大英帝国参謀総長(CIGS)のアランブルック元帥はチャーチルを「彼は(専門知識の)詳細を知らず、
(作戦の)全体像の半分しか頭に入らない(He knows no details, has only got half the picture in his mind)」と表し(小誌第 92 号(2016 年 12 月))参照)、そして
英国の防空担当のダウディング空軍大将は、the Battle of Britain 直前、首相の指示に猛反対して撤回させている。またアイゼンハワー元帥に対する
チャーチルの行動に関し、或る歴史家は「軍事問題に関する最悪の素人的介入(amateur meddling in military affairs of the worst sort)」と評している。  
次に今年 3 月、Harvard University Press から発売予定の書籍(Tojo: The Rise and Fall of Japan's Most Controversial World War II General)に関する

話題に移った。筆者は同書を未だ読んでいないため、読了後にメールで感想を述べる事を約束した。その代わりに、東條首相の幼馴染で
ある駐独大使の大島浩陸軍中将について語り合った。英国諜報部の資料に依ると、大島大使は、当時の帝国軍人の中でもすこぶる陽気で、
独軍将校と仲良くしていたらしい。だが、独軍の優れた将官の記録から大島大使に関して好意的な描写を筆者は未だ発見していない。  
事実、ヒトラーは 1942 年 1 月 7 日、「我々ドイツ人は日本人に親近感など抱いていない。彼等は文化も生活様式も余りにも我々と違っている

(Zu den Japanern haben wir keine inneren Beziehungen. Sie sind uns in Kultur und Lebensform zu)」と語り、シンガポールの戦いの直前、ゲッベルスは
「当然の事として総統は白人が東アジアで被る多大なる損失を深く後悔しておられる(Der Führer bedauert natürlich sehr die schweren Verluste, die der 
weiße Mann in Ostasien zu erleiden hat)」と 1 月 30 日の日記に記している。そして 2 月 15 日のシンガポール陥落後、或る外交官は「ヒトラー
自身は日本軍の大勝利に関し興奮している事はなく、黄色人種を(シンガポールから)押し戻すためにドイツ軍 20 師団を派遣したい気持ちでいる
(Hitler selbst nicht restlos begeistert sei von den Riesenerfolgen der Japaner und gemeint habe, am liebsten würde er den Engländern 20 Divisionen schicken, um die 
Gelben wieder zurückzuwerfen)」と記した。更にはリッベントロップ外相が絞首刑の前に妻に残した文章の中にも、大島大使に対する親しい
言葉が見つからない。日本人としてみれば流暢なドイツ語を話し、1934 年以降、ヒトラーやリッベントロップとの親密な交流を日本の
人々に自慢した大使だが、1938年の独ソ不可侵条約の時も1941年のバルバロッサ作戦の時も彼等から直前まで知らされる事は無かった。
大使がNazi Germany から単に利用されたこの事実を、筆者を含む外国語の不得手な我々は苦い歴史的教訓として銘記する必要があろう。 

 
ところでケッサクな事に、お酒が絡んだ話になると大使の事がドイツ側の記録に残っているのだ。例えば小誌前号で触れた独空軍が誇る ace pilot

のアドルフ・ガーランドに関する書籍の中に、大島大使の名前と写真が登場する—1941 年夏、彼の独空軍基地訪問の時、「駐独日本大使大島将軍、
将軍は蒸留酒(キルシュ)を大量に呑めた(General Oshima, der japanische Botschafter in Deutschland, der General konnte Unmengen schärfsten Kirsch trinken 
und vertragen)」との記録がある。また建築家で軍需大臣でもあったアルベルト・シュペーアの回想録の中に次の様な記述がある。グデーリアン将軍
が 1945 年 1 月、東部戦線での撤退をヒトラーに進言した際、総統は即座に却下したが将軍は引き下がらなかったのだ。その時の様子をシュペーア
は「グデーリアンは大島大使と面談したために(司令部に)遅れて来た。…恐らくは大島大使と飲んだアルコールの影響で自制心を失ったのであろう
(Als Guderian, der sich durch einen Besuch beim japanischen Botschafter Oshima verspätet hatte, . . . Wahrscheinlich befeuert von den Wirkungen des Alkohols, den 
er bei Oshima zu sich genommen hatte, streifte er alle Hemmungen ab)」と記している。今更言っても仕方がないが、大使には外交官としての戦略眼と、
軍人としての戦略眼鋭い作戦家であって欲しかったと思っている(勿論、お酒を或る程度飲むのは結構だが…)。 

 

21 世紀型モンロー主義に傾く米国を前にして、日本を含む世界は如何なる戦略を選ぶのか。  
Oxford で 2026 年の世界経済に関し、Harvard 時代の友人達と議論している時、グレゴリー・マンキュー教授の話になった。彼の祖父母

はウクライナからの移民だ。彼の叔父も米国に帰化して、第二次世界大戦時、軍人としてノルマンディー上陸作戦の際に戦死している。
叔父さんを含む多くの米国将兵を失った事を、マンキュー教授はルーズヴェルト大統領が承認した上陸作戦が準備不足のためだと考え、
憤っているらしい。このため教授は、ニクソン時代以来熱心な共和党員であるらしい。しかし、今も彼は“熱心な”共和党員なのだろうか
(小誌昨年 5 月号に、トランプ大統領を批判した教授の言葉を記している)。  
さて台湾問題を中心とする西太平洋における緊張関係も全く見通しがつかない状況である。鋭い戦略眼の指導者と作戦・戦術に優れた

手腕を発揮する補佐役の活躍を期待している。しかも相手は中国だ。政治戦(political warfare)に関して中国は日本より数段上回る。しかも
米大統領の対中戦略が予測不能なだけに最新の情報と知識で対応する必要がある。米戦争省が 12 月 23 日に公表した約百ページの報告書
(“Annual Report to Congress: Military and Security Development involving the People’s Republic of China”)を読み、①中国は米国に対して如何なる反応
を示してくるのか(PDF 版の図 4 参照)、また②アジア諸国の反応は如何なるものか、③日本に対する海外の期待は、といった問題を議論す
る必要がある。我々は“反中”や“嫌中”ではなく、硬軟相交えた巧みな政治戦を遂行する必要があるだろう。一般的な話として、多くの人々
は気分的にスッキリする“威勢の良い”強硬論を好むであろう。だが、我々は de-escalation を念頭にして戦略を慎重に練る必要があるのだ。 
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この世には 3 種類の貴族があるのだ。即ち一: 出生・

位階のうえでの貴族、二: 金権貴族、三: 精神的な貴族。

最後の精神的貴族は本来最高の貴族である。 
              (アルトゥール・ショーペンハウアー) 

Aristocracies are of three kinds: (1) of birth and rank; (2) of wealth; and (3) of intellect. The last is really the most distinguished of 
the three. 

[Es gibt drei Aristokratien: 1) die der Geburt und des Ranges, 2) die Geldaristokratie, 3) die geistige Aristokratie. Letztere ist 
eigentlich die vornehmste.]                                                                   (Arthur Schopenhauer)  
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2. 情報概観  紙面の制約上、原則、参考になると筆者が判断した最新情報のみを掲載し解説や関連資料は一切省略。 
 
マクロ経済: Macroeconomics—Books, Papers, and Articles 
Brunnermeier, Markus and Jonathan Payne, 2025, “Big Techs, Credit, and Digital Money,” Working Paper No. 1306, Basel: Bank for International 

Settlements (BIS), November.  
Cable News Network (CNN) (Bryan Mena), 2025, “The Fed Admits It Can’t Easily Fix an Economic Problem It Helped Create,” December 27. 
Economist, 2025, “Japan’s Big-Spending Takaichinomics Is Ten Years Out of Date,” November 27. 
European Central Bank (ECB), 2025, “Financial Stability Review,” Frankfurt am Main, November 26. 
European Central Bank (ECB), 2025, “ECB to Assess Banks’ Stress Testing Capabilities to Capture Geopolitical Risk,” Frankfurt am Main, December 12. 
Financial Times (David Keohane), 2025, “Japan Launches Homegrown ‘Doge’ to Cut Waste amid Spending Splurge,” November 27. 
Financial Times, 2025, “China Services Activity Hits Three-Year Low While Factory Slump Persists,” November 29. 
Financial Times (Sam Fleming et al.), 2025, “Who Killed Europe’s Single Market Dream?” November 30. 
Financial Times (Leo Lewis), 2025, “How Will a Rise in Japanese Interest Rates Affect Global Markets?” December 4. 
Financial Times (Rana Foroohar), 2025, “Happy K-shaped Christmas,” December 21. 
Financial Times (Rafe Rosner-Uddin), 2025, “AI Boom Adds $500bn to Net Worth of US Tech Billionaires in 2025,” December 25. 
Financial Times, 2025, “Martin Wolf Speaks to Christine Lagarde—Europe’s ‘Existential Crices,’” December 25. 
Financial Times (Leo Lewis), 2025, “Japanese Births Set to Fall Below Lowest Official Forecasts in 2025,” December 28. 
Financial Times (Olaf Storbeck), 2025, “Europe’s Growth Prospects Depend on German Spending Spree, Economists Say,” December 28. 
Forbes (William Pesek), 2025, “Trump’s Call for 1% Rates Is Bonkers. Just Ask Japan,” December 19. 
German Government, Federal Statistical Office (Statistisches Bundesamt (Destatis)), 2025, Bereits 2035 wird in Deutschland ein Viertel der 

Bevölkerung 67 Jahre und alter sein“, Wiesbaden, December 11. 
International Monetary Fund (IMF) F&D (Bruce Edwards), 2025, “The Dollar Game,” Washington, D.C., December.  
Le Temps, 2025, «Refus net de l’impôt sur les successions et du service citoyen, votes cantonaux: l'essentiel de ce dimanche 30 novembre 2025», 

November 30. 
Ngarmboonanant, Geng, 2025, “The Quiet, Fateful Shift in Who’s Buying America’s Debt,” New York Times, December 26. 
Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), 2025, “Artificial Intelligence and the Labour Market in Japan,” Paris, December. 
People’s Daily (Cao Desheng), 2025, “Conference Sets Economic Priorities for 2026: More Proactive Fiscal Policy, Moderately Accommodative 

Monetary Stance Planned,” December 12. 
Reinhardt, Dennis et al., 2025, “Geopolitical Risk and Cross-Border Bank Lending,” Working Paper No. 1164, London: Bank of England, December. 
Rhodium Group, 2025, “China’s Economy: Rightsizing 2025, Looking Ahead to 2026,” New York, December 22. 
Rodrik, Dani, 2025, Shared Prosperity in a Fractured World: A New Economics for the Middle Class, the Global Poor, and Our Climate, Princeton, 

NJ, Princeton University Press, November.  
Shearing, Neil, 2025, The Fractured Age: How the Return of Geopolitics Will Splinter the Global Economy, London: John Murray Business, September. 
South China Morning Post (Sylvia Ma), 2025, “‘China Threat’ Narrative a ‘Complete Mislabeling’; Jin Keyu Says,” December 9. 
United States Government, Federal Reserve System (Fed): “The Beige Book: Summary of Commentary on Current Economic Conditions by Federal 

Reserve District,” Washington, D.C., November 26. 
Wall Street Journal (Greg Ip), 2025, “China’s Growth Is Coming at the Rest of the World’s Expense [中国的增长正以世界其他国家为代价],” 

December 6. 
Wall Street Journal (Brian Spegele), 2025, “China Is Too Big to Rely on Exports for Growth, IMF Chief Warns [IMF总裁: 中国体量太大, 不能仅

靠出口来拉动增长],” December 10. 
Wall Street Journal (Rachel Louise Ensign), 2025, “Spooked by AI and Layoffs, White-Collar Workers See Their Security Slip Away,” December 16. 
Wall Street Journal (Editorial), 2025, “Where Are Those Manufacturing Jobs?” December 16. 
Wall Street Journal (Brian Spegele), 2025, “China’s Sprint for Tech Dominance Can’t Hide an Economy Full of Holes [中国奋力冲刺科技主导地位, 

却难掩经济体系的千疮百孔],” December 22. 
Wall Street Journal (Greg Ip), 2025, “Whoever Trump Picks, the Next Fed Chair Won’t Be Independent,” December 24. 
Wall Street Journal (Peter Landers), 2025, “Trump Wants a Weaker Dollar. Some Chinese Say He Has a Point [特朗普希望美元走弱, 一些中国经

济学家表示认同],” December 27. 
Washington Post (Dominic Pino), 2025, “Japan’s Approach to Aging, Debt-Ridden Decline Is No Model for the U.S.,” November 24. 
Washington Post (Abha Bhattarai), 2025, “4 Charts Show Who’s Feeling Good about the Economy — And Who Isn’t,” November 27. 
Xīnhuá Wǎng/Xinhua Wang (Xinhuanet/«新华网»), 2025, “Zhōngyāng Jīngjì Gōngzuò Huìyì, Zhèxiē Tífǎ Yìhán Shēnkè [The Central Economic 

Work Conference: These statements have profound implications/中央经济工作会议, 这些提法意涵深刻],” December 13. 

 
マクロ経済: Macroeconomics—Conferences, Workshops and Seminars 
November 21: (Frankfurt) BNP Paribas et al.: “The 35th Frankfurt European Banking Congress (EBC): Investing in Europe.” 
December 28: (Beijing) National School of Development (NSD) and China Center for Economic Research (CCER), Peking University (北京大学国

家发展研究院・中国国际经济交流中心): “Jīngjì Zhǎnwàng yǔ Zhèngcè Tiǎozhàn [Economic Outlook and Policy Challenges/经济展望与政
策挑战].” 

 
資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Books, Papers, and Articles 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Dearbail Jordan), 2025, “Chernobyl Radiation Shield 'Lost Safety Function' after Drone Strike, UN 

Watchdog Says,” December 7. 
Chinese Government, Ministry of Commerce (商务部), 2025, “Zhōngfāng Fābù «Lǜsè Kuàngchǎn Guójì Jīngmào Hézuò Chàngyì» hé ‘Luòshí «Èrshí-

guó Jítuán Zhīchí Fēizhōu hé Zuì-Bùfādá Guójiā Gōngyèhuà Chàngyì» Zhōngguó Xíngdòng’ [China releases the ‘International Economic and 
Trade Cooperation Initiative on Green Mining and Minerals’ and ‘China's action plan to action plan to implement the ‘G20 Initiative on Supporting 
Industrialization in Africa and Least Developed Countries’’/中方发布«绿色矿产国际经贸合作倡议»和‘落实«二十国集团支持非洲和最不发
达国家工业化倡议»中国行动’],” Beijing, November 23. 

Economist, 2025, “Geothermal’s Time Has Finally Come,” November 18. 
Financial Times, 2025, “In Fukushima's Shadow: Japan's Pivot Back to Nuclear | FT Film,” November 30. 
Financial Times (Ryohtaroh Satoh), 2025, “Google-backed Fusion Group Moves to Commercialise Neutral-Beam Technology,” December 2. 
Financial Times (Sarah White et al.), 2025, “France Intercepted Drones Flying over Nuclear Base, Defence Minister Says,” December 5. 
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嘘には三種類ある: 嘘、まっかな嘘、そして統計。  
                                           (ベンジャミン・ディズレーリ) 

There are three kinds of lies: lies, damned lies, and statistics.  
                             (Benjamin Disraeli (Quoted in Mark Twain’s Autobiography))  

 
 

 
Jun Kurihara; 栗原 潤 

4 

Wall Street Journal (Jennifer Hiller), 2025, “Can the U.S. Make Big Nuclear Reactors?” November 24. 
Wall Street Journal (Tom Fairless and Max Colchester), 2025, “Europe’s Green Energy Rush Slashed Emissions—and Crippled the Economy,” 

December 1. 
Wall Street Journal (Raffaele Huang and Brian Spegele), 2025, “China’s AI Power Play: Cheap Electricity from World’s Biggest Grid,” December 10. 
Wall Street Journal (Jason Douglas and Junko Fukutome), 2025, “As Memories of Fukushima Fade, Japan Seeks Bigger Role for Nuclear Power,” 

December 28. 
Whitlock, Zach et al., 2025, “Resource Nationalism and the Resilience of Critical Mineral Supply Chains,” Report 25-18, Washington, D.C. Resources 

for the Future (RFF), November.   

 
資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Conferences, Workshops and Seminars 
December 12: (Washington, D.C.) Brookings Institution: “The energy challenges of Taiwan and Asia’s AI ambitions.” 

 

外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Books, Papers, and, Articles 
Bloomberg, 2025, “China Uses Japan Spat to Pressure World to Pick Sides on Taiwan,” November 24. 
Bloomberg (Lucia He), 2025, “How China Built a Network of Ports Encircling the Globe,” November 28. 
Bloomberg, 2025, “China’s Currency Push Gains Ground as Russia Nears Yuan Bond,” December 1. 
Bloomberg (Karishma Vaswani), 2025, “Is China Preparing a Ukraine-Style Plan for Taiwan?” December 1. 
Bloomberg (Laura Alviz and Jenny Leonard), 2025, “US Firms Are Snapping Up the Rare Earths Europe Needs to Rearm,” December 2. 
Bloomberg, 2025, “Xi’s Triumphant Year Staring Down Trump Belies Woes in China,” December 29. 
Bloomberg (Stephen Stapczynski et al.), 2025, “Inside China’s Shadow LNG Fleet Offering a Lifeline to Putin,” December 30. 
Brands, Hal, 2025, “Taiwan Has Reached Its Tipping Point,” Bloomberg, November 24.  
Cable News Network (CNN) (Ivana Kottasová), 2025, “Finland Detains Ship and Its Crew after Critical Undersea Cable Damaged,” December 31. 
Chinese Government, Ministry of Foreign Affairs (Wàijiāobù (外交部)), 2025, “Wàijiāobù Fāyánrén Jiù Rìfāng Shēngchēng Zhōngguó Hǎijūn 

Jiànzǎijī duì Rìběn Zìwèiduì Zhàndòujī ‘Léidá Zhàoshè’ Shì Dá Jìzhě Wèn [A spokesperson for the Ministry of Foreign Affairs answered a 
reporter's question regarding Japan's claim that Chinese naval carrier-based aircraft "illuminated" Japanese Self-Defense Force fighter jets with 
radar/外交部发言人就日方声称中国海军舰载机对日本自卫队战斗机‘雷达照射’事答记者问],” December 7. 

David-Wilp, Sudha and Liana Fix, 2025, “Can Germany Afford to Be Europe’s Protector? A Stronger Military Requires a Stronger Economy,” Foreign 
Affairs, December 23. 

Defense News (Linus Höller), 2025, “Estonia Erects First of 600-Strong Baltic Bunker Wall on Russia Border,” December 12. 
Der Spiegel (Ella Knigge), 2025, „Das steckt hinter Chinas Großmanöver um Taiwan“, December 29. 
Die Zeit, 2025, „Trumps neue Sicherheitsstrategie sieht EU als Risiko“, December 5. 
Die Zeit (Lennart Jerke), 2025, „Woher kommen die Spannungen zwischen China und Japan?“ December 7. 
Die Zeit, 2025, „Klingbeil kritisiert Deutsche Bahn für Kauf chinesischer E-Busse“, December 20. 
Economist, 2025, “Donald Trump’s Peace Plan Would Be Bad for Ukraine, Europe and America,” November 22. 
Economist, 2025, “America’s Oldest Ally in Asia Is Drawing Closer to China: Thailand Increasingly Depends on Its Bigger Neighbour for Trade and 

Security,” November 27. 
Economist, 2025, “Trumpworld Thinks Europe Has Betrayed the West,” December 2. 
Economist, 2025, “China Knows How to Punish Countries That Offend It: It Is Skilful in the Dark Arts of Economic Leverage,” December 8. 
Economist (Shashank Joshi), 2025, “Inside Defence: Gordon Corera on the Changing Face of Russian Spycraft,” December 9. 
Economist, 2025, “More Reasons for America’s Friends to Plan for the Worst,” December 11. 
Economist, 2025, “Does Anyone Still Want to Help the Uyghurs?” December 23. 
Economy, Elizabeth, 2026, “How China Wins the Future: Beijing’s Strategy to Seize the New Frontiers of Power,” Foreign Affairs, Vol.105, No. 1 

(January/February), pp. 58-87. 
Estonian Public Broadcasting (Eesti Rahvusringhääling (ERR)), 2025, “Russian Border Guards Crossed into Estonia with Unclear Motives, Minister 

Says,” December 18. 
European Council, 2025, “European Council, 18 December 2025, Ukraine,” Brussels, December 19. 
Ferguson, Victor and Audrye Wong, 2025, “China Revives Economic Coercion to Punish Japan [WSJ 日本語版: 中国の対日「制裁」 経済的威

圧が復活],” Wall Street Journal, November 30. 
Financial Times (Laura Pitel), 2025, “German Spy Drone Maker Quantum Systems Secures €3bn Valuation,” November 27. 
Financial Times (Chris Cook et al.), 2025, “Chinese Parts Supplier Takes Stake in Leading Russian Drone Maker,” November 29. 
Financial Times (Laura Pitel and Anne-Sylvaine Chassany), 2025, “German Mittelstand in Turmoil after Breaking Taboo on Meeting Far-Right,” 

November 29. 
Financial Times (Richard Milne), 2025, “Nato Considers Being ‘More Aggressive’ against Russia’s Hybrid Warfare,” December 1. 
Financial Times (Ben Hall et al.), 2025, “US National Security Strategy Calls for ‘Cultivating Resistance’ in Europe,” December 5. 
Financial Times (Steff Chávez), 2025, “US Defence Secretary Says Monroe Doctrine Is ‘Stronger Than Ever,’” December 6. 
Financial Times (Benjamin Wilhelm et al.), 2025, “Japan Frustrated at Trump Administration’s Silence over Dispute with China,” December 6. 
Financial Times (Adrienne Klasa and Joe Leahy), 2025, “‘Unbearable Imbalances’ Cast Shadow on Emmanuel Macron’s Beijing Bonhomie,” 

December 6. 
Financial Times, 2025, “The Wolf-Krugman Exchange: Power, Plutocracy and Political Economy,” December 17. 
Financial Times (Henry Foy et al.), 2025, “How Friedrich Merz’s EU Summit Plan on Frozen Russian Assets Backfired,” December 18. 
Financial Times (Editorial), 2025, “The Malaise of Multilateralism,” December 26. 
Financial Times (George Parker), 2025, “Populists Attack London Because It Is ‘Progressive and Successful’, Says Sadiq Khan,” December 26. 
Financial Times (Fabrice Deprez), 2025, “Russia Launches Air Attack on Kyiv as Zelenskyy Prepares for Crucial Trump Meeting,” December 28. 
Forbes (Vikram Mittal), 2025, “Russia Shifts Drone Strategy, Increasing Usage of Reusable Drones,” November 25. 
Forbes (John Koetsier), 2025, “Humanoid Robots for War and Work: Startup Plans to Build 50,000 by End of 2027,” December 19. 
Forbes (Jason Ma), 2025, “‘Godfather of AI’ Geoffrey Hinton Predicts 2026 Will See the Technology Get Even Better and Gain the Ability to ‘Replace 

Many Other Jobs,’” December 28. 
Foreign Policy, 2025, “The Winners and Losers of Trump’s New Foreign Policy,” December 24. 
France24 (AFP), 2025, «Des drones survolent la base abritant les sous-marins nucléaires français», December 4. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (Justus Bender), 2025, „Umgang mit der AfD: Mit Rechtsextremen reden?“, November 29. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (Justus Bender), 2025, „Neue US-Sicherheitsstrategie: Beziehung zu Europa angespannt“, December 6. 
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銅を以て鏡と為せば、以て衣冠を正す可べし。 
古を以て鏡と為せば、以て興替を知る可し。 
人を以て鏡と為せば、以て得失を明らかにす可し。 
朕常に此の三鏡を保ち、以て己が過ちを防ぐ。  
                                        (呉兢) 

With a bronze mirror, we can be meticulously well-groomed; with the past as a mirror,  
we can foretell the rise and fall of events; with a person as a mirror, we can clearly understand successes and failures.  
By holding on to these three mirrors, I have kept myself from committing mistakes.  
[以銅為鏡，可以正衣冠; 以古為鏡，可以知興替; 以人為鏡，可以明得失。朕常保此三鏡，以防己過。]                                         
                                                           (Wú Jīng, a Tang dynasty historian; 吳兢)  
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Frankfurter Allgemeine Zeitung, 2025, „US-Sicherheitsstrategie: ‚Den Widerstand innerhalb der europäischen Staaten stärken‘“, December 8. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (Nikolas Busse), 2025, „Neue Sicherheitsstrategie: Über Amerika jammern hilft nicht“, December 8. 
Gazeta.ru («Газета.ru») (Alexander Kondratyev (Александр Кондратьев)), 2025, «‹Не хотим воевать с Европой — но готовы прямо сейчас›: что 

сказал Путин перед переговорами с США ["We don't want to fight Europe, but we're ready right now": What Putin said before talks with the 
US]», December 2. 

Global Times (Liu Xuanzun), 2025, “Japan’s Accusation of Chinese Carrier-based Aircraft Locking Radar onto Japanese Warplanes a Case of 
Perpetrator Blaming Victim: Expert,” December 7. 

Guāncházhě Wǎng/Guanchazhe Wang («观察者网») (Zhāng Cōngyù (张璁煜)), 2025, “Chāo 111-yì Měiyuán, Měiguó Xuānbù Shǐshàng Zuìdà duì 
Tái Jūn Shòu, Dōu Yǒuxiē Shá? [Over $11.1 Billion: U.S. Announces Largest-Ever Arms Sale to Taiwan—What's Included?/超 111 亿美元, 美
国宣布史上最大对台军售, 都有些啥?],” December 19. 

Huánqiú Shíbào/Huanqiu Shibao (Global Times/«环球时报») (Yāngshì Wǎng/«央视网»), 2025, “Nánjīng Dà-túshā hé 731 Bùduì Zuìxíng Zài Tiān 
Xīn-zhèng [New Evidence Emerges Regarding the Nanjing Massacre and the Crimes of Unit 731/南京大屠杀和 731 部队罪行再添新证],” 
December 14. 

Huánqiú Shíbào/Huanqiu Shibao (Global Times/«环球时报») (Guō Yuàndān (郭媛丹) and Chén Lìfēi (陈立非)), 2025, “Měiguó duì Tái Jù'é Jūnshòu, 
Dǎonèi Fěng ‘Qīng Kùcún’, ‘Wǔqì Guòshí’ [The massive US arms sales to Taiwan have been met with skepticism on the island, with some 
criticizing them as ‘clearing out inventory’ and ‘outdated weapons’/美国对台巨额军售，岛内讽‘清库存’、‘武器过时’],” December 19. 

Interfax («Интерфакс»), 2025, «Общие расходы Минобороны РФ в 2025 году составили 7,3% от ВВП [The Russian Ministry of Defense's total 
expenditures in 2025 amounted to 7.3% of GDP]», December 17. 

International Institute for Strategic Studies (IISS), 2025, “The Future of the US Surface Fleet,” London, December 10. 
Izvestia («Известия»), 2025, «FT заявила о предательстве Макроном Мерца по вопросу российских активов [The Financial Times reported 

Macron betrayed Merz over Russian assets]», December 21. 
Kelly, Robert E. and Paul Poast, 2025, “How Much Abuse Can America’s Allies Take? Longtime Partners Will Soon Start to Drift Away, Foreign 

Affairs, December 8. 
Kupchan, Charles and Peter Trubowitz, 2025, “A Middle Way for American Foreign Policy: Neither Overreach nor Retreat Can Win Domestic Support,” 

Foreign Affairs, December 31. 
Lang, Ricarda and Steffen Mau, 2025, Der grosse Umbruch: Ein Gespraech ueber Krisen, Konflikte und Kompromisse | Zwei der profiliertesten 

Stimmen unserer Zeit beleuchten brennende Fragen zu Gesellschaft und Politik, Berlin: Ullstein Verlag, October. 
Le Monde (Nathalie Segaunes), 2025, «Emmanuel Macron va annoncer un ‹service national volontaire›, sur fond de ‹menaces croissantes›», November 27. 
Le Monde, 2025, «‹Effacement civilisationnel› de l’Europe, fin de ‹la migration de masse›… Les extraits du document qui expose la vision du monde de 

l’administration Trump», December 5. 
Le Monde (Harold Thibault), 2025, «Xi Jinping et le couple Macron ravivent la diplomatie des pandas, une tradition éprouvée depuis des siècles», 

December 6. 
Le Monde (Harold Thibault and Philippe Mesmer), 2025, «A Nankin, le passé hante les relations entre la Chine et le Japon», December 13. 
Le Monde, «La Chine poursuit ses exercices militaires autour de Taïwan, dont une simulation de blocus des ports de l’île», December 30. 
Lenta.ru («Лента.Ру») (Dmitry Popov (Дмитрий Попов)), 2025, «‹Это то, о чем говорит Путин› Что сказано о России в новой Стратегии 

нацбезопасности США и почему она вызвала гнев в ЕС ['This is what Putin says.' What the new US National Security Strategy says about 
Russia and why it has sparked anger in the EU]», December 9. 

Liu, Zongyuan Zoe (刘宗媛), 2026, “China’s Long Economic War: How Beijing Builds Leverage for Indefinite Competition,” Foreign Affairs, Vol. 
105, No. 1 (January/February), pp. 74-87. 

Lind, Jennifer, 2025, Autocracy 2.0: How China's Rise Reinvented Tyranny, Ithaca, NY: Cornell University Press, November. 
Mead, Walter Russell, 2025, “Trump’s Foreign Policy Is Surprisingly Good for the World,” Wall Street Journal, December 22. 
Militarnyi (Мілітарний) (Kateryna Vodzinska), 2025, “Millions of Eyes and Ears. How Chinese Electric Cars and Devices Threaten Ukraine and the 

West,” December 29. 
National Interest (Brandon J. Weichert), 2025, “China Is Now Building a Nuclear-Powered Aircraft Carrier,” December 27. 
Naval News (Frederik Van Lokeren), 2025, “Ukraine Strikes Russian Submarine with ‘Sub Sea Baby’ Drone,” December 16.  
New York Times (Lisa Lerer and Reid J. Epstein), 2025, “Trump Shows His Power, and Greene Reveals His Weakness,” November 22. 
New York Times (David Pierson), 2025, “China, Evoking World War II, Urges Europe to Take Its Side against Japan,” December 2. 
New York Times (Jason Horowitz), 2025, “Trump Has Long Disdained Europe’s Elites. Now, It’s Official,” December 6. 
New York Times (David Sanger), 2025, “Superpower Competition: The Missing Chapter in Trump’s Security Strategy [特朗普为何不再强调与中俄

的‘超级大国竞争’],” December 7. 
New York Times (Chris Buckley and Amy Chang Chien), 2025, “China Fires Rockets Near Taiwan in Display of Military Power,” December 30. 
New York Times (Javier C. Hernández and Hisako Ueno), 2025, “The Tiny Japanese Island on the Front Lines of China’s Feud [探访中日争端最前

线的冲绳小岛],” December 30. 
New York Times (Lazaro Gamio and Amy Schoenfeld Walker), 2025, “Trump’s Tangled Web of Deal-Making, Policy and Riches,” December 31. 
Politico.eu (Martina Sapio), 2025, “Keeping China at Bay: EU Countries Tighten Rules on Port and Railway Bids,” November 28. 
Reuters (Joe Cash), 2025, “China Pitches Closer Ties to Germany in Strategic Industries to Ease Rare Earth Strains,” November 24. 
Reuters, 2025, “Pentagon Seeks to Add Alibaba, Baidu, BYD to China Military List, Bloomberg News Reports,” November 27. 
Reuters (Alexander Tanas), 2025, “Moldova Says Russian Drones Entered Its Airspace Again, Posing Aviation Threat,” November 30. 
Reuters (Greg Torode), 2025, “China’s Military Firms Struggle as Corruption Purge Bites, Report Says,” December 1. 
Reuters (Michel Rose), 2025, “Macron Heads to China as Europe Walks Tightrope between Rivalry and Reliance,” December 2. 
Reuters, 2025, “China, Japan Give Conflicting Accounts of Confrontation around Senkaku Islands,” December 2. 
Reuters (Daphne Psaledakis and John Geddie), 2025, “US Backs Japan in Dispute with China over Radar Incident,” December 10. 
Reuters (Kaori Kaneko et al.), 2025, “US Bombers Join Japanese Jets in Show of Force after China-Russia Drills, Tokyo Says,” December 12. 
Reuters (Ben Blanchard and Michael Martina), 2025, “US Approves $11.1 Billion Arms Package for Taiwan, Largest Ever,” December 18. 
Reuters, 2025, “UK Calls for Restraint over China's Military Drills around Taiwan,” December 31. 
Ribakova, Elina, 2025, “Ukraine, Europe and the New Economics of War,” Financial Times, December 5. 
Scarazzato, Lorenzo et al., 2025, “The SIPRI Top 100 Arms-producing and Military Services Companies, 2024,” Fact Sheet, Solna: Stockholm 

International Peace Research Institute (SIPRI), December.  
Scazzieri, Luigi, 2025, “The EU’s Defence Readiness 2030 Roadmap: Ambition and Constraints,” London: Centre for European Reform (CER), 

October 29. 
South China Morning Post (Seong Hyeon Choi and Sylvie Zhuang), 2025, “Why China’s People’s Liberation Army Is Wary of Japanese Submarine 

and Missile Strengths,” November 25. 
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第三帝国は、ドイツ民族がその歴史のなかで

遭遇した最大の不幸であったばかりでなく、 
民族最大の不名誉でもあった。  (マイネッケ) 

The Third Reich was not only the greatest misfortune that the German people have suffered in their existence; it was also their greatest shame. 
[Das Dritte Reich war nicht nur das größte Unglück, das dem deutschen Volke in seiner Geschichte widerfuhr, sondern auch seine größte 

Schande.]                                                                                         (Friedrich Meinecke)  
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South China Morning Post (Jevans Nyabiage), 2025, “China Set to Benefit as South Africa Looks to Diversify Away from US,” November 29. 
Sperzel, Matthew et al., 2025, “China & Taiwan Update, December 12, 2025.” Institute for the Study of War (ISW), Washington, D.C., December 12. 
Taipei Times, 2025, “Trump Signs Bill on Taiwan into Law,” December 4.  
Taiwanese Government, Ministry of Foreign Affairs (MOFA) (外交部), 2025, “US Congress Passes NDAA 2025 with Enhanced Taiwan Security 

Cooperation,” Taipei, December 20. 
Tellis, Ashley J. et al., 2025, Strategic Asia: Reshaping Economic Interdependence in the Indo-Pacific, Seattle, WA: National Bureau of Asian Research, 

November.  
Thiha, Amara, 2025, “How China Carved Up Myanmar: Beijing’s Strategy to Create Stability through Dependence,” Foreign Affairs, December 26. 
United Kingdom Government, Department of Defence, 2025, “UK Unveils New Undersea Warfare Technology to Counter Threat from Russia,” 

London, December 8. 
United Kingdom Government, Department for Science, Innovation and Technology (DSIT), 2025, “Budget Backs Technology Firms to Start-up, Scale-

up and Stay in Britain to Drive Growth and National Renewal,” London, November 27. 
United States Congress, 2025, “S.Res.547 - A Resolution Expressing Unwavering Support for the United States-Japan Alliance in Response to Political, 

Economic and Military Pressure by the People's Republic of China,” Washington, D.C., December 17. 
United States Congress, 2025, “H.Res.971 - Condemning the Coercive Actions of the People's Republic of China against Japan in Response to 

Statements Regarding Taiwan and Reaffirming the United States Commitment to Its Allies in the Indo-Pacific Region,” Washington, D.C., 
December 19. 

United States Congress, U.S.-China Economic and Security Review Commission (USCC), 2025, “China’s Facilitation of Sanctions and Export Control 
Evasion,” Washington, D.C., November.  

United States Government, Cybersecurity and Infrastructure Security Agency (CISA), 2025, “Spyware Allows Cyber Threat Actors to Target Users of 
Messaging Applications,” Washington, D.C, November 24. 

United States Government, Department of State, 2025, “Pax Silica Summit,” Washington, D.C., December 11. 
United States Government, Department of War, 2025, “Annual Report to Congress: Military and Security Developments Involving the People’s 

Republic of China 2025,” Washington, D.C., December 23. 
United States Government, White House, 2025, “Congressional Bills H.J. Res 133 and H.R. 1512 Signed into Law,” Washington, D.C., December 2. 
United States Government, White House, 2025, “National Defense Strategy of the United States of America,” Washington, D.C., December 4. 
USNI News (Dzirhan Mahadzir), 2025, “Carrier Strike Group Abraham Lincoln Operating in Philippine Sea, USS Tripoli in East China Sea,” 

December 26. 
Wall Street Journal (Paul Hannon), 2025, “Europe Must Look Inward to Drive Growth, ECB’s Lagarde Says,” November 21. 
Wall Street Journal (Jon Emont), 2025, “The Failed Crusade to Keep a Rare-Earths Mine Out of China’s Hands [西方稀土保卫战再遇挫: 一座稀土

矿最终落入中国之手],” November 22. 
Wall Street Journal (Jason Douglas and Junko Fukutome), 2025, “Japan’s New Leader Infuriated Beijing. She Isn’t Backing Down [日本新首相高市

早苗激怒中国，但其政府获得高涨的支持率],” November 23. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2025, “China’s Xi Calls Trump in Unusual Move to Discuss Taiwan, Ukraine [习近平罕见致电特朗普, 就台湾

和乌克兰问题进行讨论],” November 24. 
Wall Street Journal (Bertrand Benoit), 2025, “Germany’s Secret Plan for War with Russia [德国的秘密对俄作战计划],” November 26. 
Wall Street Journal, Chinese edition (Huá'ěrjiē Rìbào/«华尔街日报») (Wèi Línglíng/魏玲灵), 2025, “Zhōngguó Rè Bōjù «Chénmòde Róngyào» 

bèihòude duì Tái ‘Gōngxīn’ Zhàn [The psychological warfare against Taiwan behind the hit Chinese drama ‘The Silent Hono’/中国热播剧«沉默
的荣耀»背后的对台‘攻心’战; WSJ 日本語版: スパイドラマと鋭い外交: 中国政府が国民を動員、台湾の同盟国に圧力],” November 26. 

Wall Street Journal (Lingling Wei et al.), 2025, “Trump, after Call with China’s Xi, Told Tokyo to Lower the Volume on Taiwan [特朗普在与习近平
通话后致电高市早苗, 建议缓和涉台言论],” November 27. 

Wall Street Journal (Laurence Norman), 2025, “Europe Fears It Can’t Catch Up in Great Power Competition [欧洲担心在大国竞争中落于人后],” 
November 27. 

Wall Street Journal (Jason Douglas et al.), 2025, “Where Trump Sees Deals, Russia and China See a Chance to Disrupt U.S. Alliances [特朗普看重
的交易, 在俄中看来是破坏美国同盟之机],” November 27. 

Wall Street Journal (Drew Hinshaw et al.), 2025, “Make Money Not War: Trump’s Real Plan for Peace in Ukraine,” November 28. 
Wall Street Journal (Editorial), 2025, “The Lesson of China’s Japan Bullying [WSJ 日本語版: 中国「日本いじめ」の教訓],” December 1. 
Wall Street Journal (Matthew Luxmoore), 2025, “Putin Says Russia Ready for War with Europe If Attacked,” December 2. 
Wall Street Journal (Yaroslav Trofimo), 2025, “A Newly Confident China Is Jockeying for More Global Clout as Trump Pulls Back [特朗普收缩阵

线之际, 焕发自信的中国寻求扩大全球影响力],” December 2. 
Wall Street Journal (Joseph De Avila), 2025, “Taiwan Wants to Strengthen Economic Partnership With U.S., Says Lai Ching-te [赖清德: 台湾希望

加强与美国的经济伙伴关系],” December 3. 
Wall Street Journal (Michael R. Gordon and Laurence Norman), 2025, “Trump’s New National-Security Strategy Takes Aim at Europe [特朗普的新

国家安全战略将矛头指向欧洲],” December 5. 
Wall Street Journal (Daniel Michaels et al.), 2025, “U.S. Flips History by Casting Europe—Not Russia—as Villain in New Security Policy [美国新

安全战略颠覆历史: ‘恶人’竟是欧洲，而非俄中],” December 5. 
Wall Street Journal (Niharika Mandhana et al.), 2025, “See How a Chinese Invasion of Taiwan Could Unfold [中国若武力攻台, 战事将如何展开?],” 

December 6. 
Wall Street Journal (Jonathan Cheng), 2025, “Trump’s National-Security Strategy Softens Language on China [特朗普的新国家安全战略软化对中

国的措辞; WSJ 日本語版: 米安保戦略、対中姿勢が軟化 欧州を厳しく批判],” December 6. 
Wall Street Journal (Jason Douglas), 2025, “Chinese Jets Locked Radar on Japanese Fighters [中国战机对日本战机进行雷达锁定],” December 7. 
Wall Street Journal (Editorial), 2025, “A Trump Doctrine of Contradictions,” December 8. 
Wall Street Journal (Benoit Faucon and Lara Seligman), 2025, “U.S. Forces Raid Ship, Seize Cargo Headed to Iran from China [美军突袭货船, 查

获从中国运往伊朗的货物],” December 12. 
Wall Steet Journal (Chao Deng and Drew An-Pham), 2025, “Why Everyone Got Trump’s Tariffs Wrong [为何说人人都误判了特朗普关税],” 

December 14. 
Wall Street Journal (David Uberti et al.), 2025, “The Trump Family Business Empire Is Growing. We Mapped Out 268 Pieces of It,” December 17. 
Wall Street Journal (Joyu Wang and James T. Areddy), 2025, “U.S. Approves $11 Billion in Arms Sales to Taiwan, Angering Beijing [美国批准 110

亿美元对台军售, 激怒中国],” December 18. 
Wall Street Journal (James T. Areddy), 2025, “Trump Tackles Concerns Over Taiwan Strategy with Massive Weapons Deal [特朗普借大规模军售回

应台海战略疑虑],” December 18. 
Wall Street Journal (Anvee Bhutani), 2025, “U.S. Clamps Down on Investment in Chinese Tech Companies [美国加强对投资中国科技公司的管
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三十六度も、また百度も この絵師は彼の山を描いた。 
遠ざけられても、また、押し戻されても  
三十六度も、また百度も。  
                      (ライナー・マリア・リルケ) 

Six and thirty times and hundred times the painter tried to capture the mountain,  
tore it up, then pushed on again (six and thirty times and hundred times).  
[Sechsunddreißig Mal und hundert Mal, hat der Maler jenen Berg geschrieben,  
weggerissen, wieder hingetrieben, (sechsunddreißig Mal und hundert Mal).              (Rainer Maria Rilke)  
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Wall Street Journal (Мilàn Czerny et al.), 2025, “Returning Russian POWs Pay Heavy Price for Choosing Surrender over Death,” December 21. 
Wall Street Journal (Chun Han Wong), 2025, “How China Built an Arms Industry to Rival the West,” December 21. 
Wall Street Journal (Stu Woo), 2025, “China Is Worried AI Threatens Party Rule—and Is Trying to Tame It [中国忧心 AI 威胁中共统治，试图加以

严格管控],” December 23. 
Wall Street Journal, Chinese edition (Huá'ěrjiē Rìbào/«华尔街日报») (Wèi Línglíng/魏玲灵), 2025, “Huíwàng 2025: MěiZhōng Jìngzhēng Bù zài 

Zhǐshì Xīnwén, Wǒmen Dōu Qīnlì Qízhōng [Looking Back at 2025: U.S.-China Competition Is No Longer Just News—We're All Living It/回
望 2025: 美中竞争不再只是新闻, 我们都亲历其中; WSJ 日本語版: 米中対立、ニュースの見出しから身近な問題へ],” December 24. 

Wall Street Journal (Marcus Weisgerber), 2025, “China Developing Options to Threaten Taiwan with ‘Brute Force,’ Pentagon Says [五角大楼: 中国
正研究以‘武力’威胁台湾的多种选项],” December 24. 

Wall Street Journal (Editorial), 2025, “Can Trump’s Navy Match China’s?” December 25. 
Wall Street Journal (Niharika Mandhana and Daniel Kiss), 2025, “See How a Chinese Attack on Taiwan Would Be Japan’s Problem [为何说如果中

国攻台, 日本将难以置身事外?],” December 28. 
Wall Street Journal (Daniel Michaels and Sune Engel Rasmussen), 2025, “China’s Push to Master the Arctic Opens an Alarming Shortcut to U.S. [中

国发力‘攻克’北极: 一条逼近美国门户的危险捷径正在开启],” December 29. 
Wall Street Journal (Joyu Wang), 2025, “Chinese Military Drills Send ‘Stern Warning’ after U.S. Arms Sales to Taiwan,” December 29. 
Wall Street Journal (Joyu Wang), 2025, “Five Takeaways From China’s Military Drills around Taiwan [关于中国近期环台军演, 你需要知道的五

个要点],” December 31. 
Wall Street Journal (James T. Areddy), 2025, “China Signals It Won’t Give an Inch to the U.S. in Latin America [中国暗示在拉美将对美国‘寸步不

让’],” December 31. 
Washington Post (Joseph Menn), 2025, “The U.S. Has Been Cutting Cyber Defenses as AI Boosts Attacks,” November 28. 
Wolf, Martin, 2025, “Trump’s War on Europe,” December 17. 
Wú, Jiānghào (吴江浩), 2025, “Jiānjué Wéihù Yígè Zhōngguó Yuánzé hé Zhànhòu Guójì Zhìxù [Firmly uphold the one-China principle and the post-

war international order/坚决维护一个中国原则和战后国际秩序],” Rénmín Rìbào/Renmin Ribao (People’s Daily/«人民日报»), November 30. 
Wu, Xinbo (吴心伯), 2025, “The Case for a Grand Bargain between America and China,” Foreign Affairs, December 31. 
Xīnhuá Wǎng/Xinhua Wang (Xinhuanet/«新华网»), 2025, “Zhōnggòng Zhōngyāng, Guówùyuàn zài Nánjīng Jǔxíng 2025-nián Nánjīng Dàtúshā 

Sǐnànzhě Guójiā Gōngjì Yíshì [The CPC Central Committee and the State Council held a national memorial ceremony in Nanjing in 2025 to 
commemorate the victims of the Nanjing Massacre/中共中央、国务院在南京举行 2025 年南京大屠杀死难者国家公祭仪式],” December 13. 

Xīnhuá Wǎng/Xinhua Wang (Xinhuanet/«新华网»), 2025, “Dōngbù Zhànqū Kāizhǎn ‘Zhèngyì Shǐmìng-2025’ Yǎnxí [Eastern Theater Command 
conducts ‘Justice Mission-2025’ exercise/东部战区开展‘正义使命-2025’演习],” December 29. 

Zakaria, Fareed, 2025, “Trump’s Doctrine Is ‘Make America Small Again,’” Washington Post, December 19. 

 

外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Conferences, Workshops and Seminars 
November 20: (an online event, Washington, D.C.) Center for a New American Security (CNAS): “Natural Allies? U.S.-India Relations in a Time of 

Trouble.” 
December 1: (Brussels) Bruegel: “Mapping the New EU Economic Security Framework.” 
December 5: (Cambridge, MA) Harvard Kennedy School (HKS): “From Balancing to Coalition-Building: The US, Taiwan, & Asia’s Grand 

Reshuffling.” 
December 5~6: (Simi Valley, CA) Ronald Reagan Presidential Foundation & Institute: “Reagan National Defense Forum: Restoring Deterrence with 

Peace through Strength.” 
December 9: (an online event, London) Chatham House: “China’s Struggle for Influence in Central Asia. How is Beijing Aiming to Reshape the Region?” 
December 16: (an online event, Washington, D.C.) Brookings Institution: “Assessing the impact of Western sanctions on Russia.” 
December 17: (an online event, Washington, D.C.) Center for International and Strategic Studies (CSIS): “Assessing the Implications of China’s Rise as 

a Space Power.” 
December 19: (Washington, D.C.) Department of State: “Secretary of State Marco Rubio Remarks to the Press.” 

 
その他—Information in Other Fields 
Abusleme, Angel et al., 2025, “First Measurement of Reactor Neutrino Oscillations at JUNO,” arXiv.com, Ithaca, NY: Cornell University, November. 
Aristodemou, Leonidas et al., 2025, “Assessing the Relevance of R&D funding towards Societal Goals: Insights from New Data Sources and AI-

Assisted Methods,” Science, Technology and Industry Working Paper 2025/25, Paris: Organisation for Economic Co-operation and Development 
(OECD), November. 

Australian Broadcasting Corporation (ABC) (Alan Kohler), 2025, “Humanoid Robots Present an Unprecedented Dilemma for the Economy,” 
November 24. 

Bloomberg (Ramsey Al-Rikabi), 2025, “Trump Demands ‘Reverse Migration’ in Push for Sweeping Crackdown,” November 28. 
Bloomberg (Debby Wu et al.), 2025, “Taiwan Charges Tokyo Electron in TSMC Secrets Theft Case,” December 2. 
Bloomberg (Mark Bergen), 2025, “China’s DeepSeek Uses Banned Nvidia Chips for AI model, Report Says,” December 11. 
Bloomberg (Jacob Lorinc), 2025, “Rare Earths Aren’t Rare for Everyone,” December 10. 
Bloomberg (Joe Deaux), 2025, “US Rare Earth Buyers Still See China Curbs Despite Trump Deal,” December 24. 
Bloomberg, 2025, “China Issues Draft Rules to Govern Use of Human-Like AI Systems,” December 27. 
Bloomberg (Hallie Gu and Michael Hirtzer), 2025, “China Buys Two-Thirds of Pledged US Soybeans as 2025 Closes,” December 31. 
Breaking Defense (Kevin Chen), “Vertical Integration of Rare Earth Elements for US Autonomous Dominion,” November 19. 
Cable News Network (John Liu), 2025, “The Global AI Race Is Supercharging Taiwan’s Economy. But Many Don’t Feel Better Off,” November 28. 
Chen, Jie (陈捷) et al., 2025, “Understanding Generational Shifts and Democratic Support in China: Value Change Vs. Life Satisfaction,” Journal of 

Contemporary China, Published online, December 7. 
Clemens, Michael A. et al., 2025, “Brain Freeze: How International Student Exclusion Will Shape the STEM Workforce and Economic Growth in the 

United States,” A papered commissioned by the National Academies of Sciences, Engineering, and Medicine, Washington, D.C., October.  
CNBC (Tasmin Lockwood), 2025, “Europe’s Slow and Steady Approach to AI Could Be Its Edge,” November 27. 
Economist, 2025, “How Chinese Underground Banks Became the World’s Biggest Money-Launderers,” November 20. 
Economist, 2025, “What China Will Dominate Next: The Country’s High-Speed Innovation Holds Lessons for the World,” November 27. 
Economist, 2025, “America Is Foolishly Waving Goodbye to Thousands of Chinese Boffins,” December 2. 
Economist, 2025, “AIs Could Turn Opinion Polls into Gibberish,” December 2. 
Economist, 2025, “Europe Bans Russia’s Gas Exports, But Still Buys Its Gas-based Fertilizer,” December 8.  
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誰にも指かあり、そして絵筆と絵具を持つ事も出来るだろう。

だからと言って画家である訳ではない。思想についても同じ事

が言える。法の思想を誰もが持っている訳ではないのだ。 
真の思考とは対象とするものを知悉する事である。従って我々

の知識は科学的でなくてはならないのである。    
         (ゲオルク・ヴィルヘルム・フリードリヒ・ヘーゲル) 

Every man has fingers, and may have brush and colours, but he is not by reason of that a painter. So is it with thought. The 
thought of right is not a thing which every man has at first hand. True thinking is thorough acquaintance with the object. Hence 
our knowledge must be scientific. 

[Jeder Mensch hat Finger, kann Pinsel und Farben haben, darum aber ist er noch kein Maler. Ebenso ist es mit dem Denken. 
Der Gedanke des Rechts ist nicht etwa, was jedermann aus erster Hand hat, sondern das richtige Denken ist das Kennen und 
Erkennen der Sache, und unsere Erkenntnis soll daher wissenschaftlich sein.]            (Georg Wilhelm Friedrich Hegel)  
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Economist, 2025, “Donald Trump’s Flawed Plan to Get China Hooked on Nvidia Chips,” December 9. 
Economist, 2025, “What’s Worse for Innovation: MAGA or Mao? Donald Trump and Xi Jinping Share a Dangerous Nostalgia,” December 9. 
Economist, 2025, “How Chinese Cars Are Beating European Tariffs,” December ,18. 
Economist, 2025, “America’s Fight Back against China Starts in Los Angeles—in Flip-Flops,” December 18. 
Economist, 2025, “European Nationalism Is Dead. Long Live European Gastronationalism,” December 18. 
El-Erian, Mohamed A., 2025, “A.I. Is a Bubble. Maybe That’s OK,” New York Times, November 20. 
Euronews.com (Hans von der Brelie), 2025, “European Interceptor Drones Are Technologically World Leaders,” November 28. 
Financial Times (Alice Hancock and Barney Jopson), 2025, “EU to Tighten Investment Rules to Stand Up to China,” November 23. 
Financial Times (Joe Miller and Nikou Asgari), 2025, “Binance Founder Changpeng Zhao Accused of Facilitating Payments to Hamas,” November 24. 
Financial Times (Edward White), 2025, “Is China Winning the Innovation Race?” November 27. 
Financial Times (Richard Waters and David Rotman), 2025, “The State of AI: When Will We Reach Economic Singularity?” December 1. 
Financial Times (Rana Foroohar), 2025, “America’s Economy Is at the Mercy of Crony Capitalism,” December 7. 
Financial Times (Tim Wu), 2025, “Could America Win the AI Race but Lose the War?” December 12. 
Financial Times (Rafe Rosner-Uddin), 2025, “Roomba Maker iRobot Swept into Bankruptcy,” December 15. 
Financial Times (Pilita Clark), 2025, “Looking Back on a Year of AI Blunders,” December 20. 
Financial Times (Barbara Moens and Henry Foy), 2025, “EU Will Lose ‘Race to the Bottom’ on Regulation, Says Competition Chief,” December 25. 
Fernandes, Daniela et al., 2026, “AI Makes You Smarter But None the Wiser: The Disconnect between Performance and Metacognition,” Computers 

in Human Behavior, (Forthcoming, February). 
Forbes (John Werner), 2025, “Robots and American Manufacturing,” November 30. 
Forbes (Nick Lichtenberg), 2025, “The AI Skills Gap Is Really a ‘Critical Thinking’ Gap: The Fortune 500 Fears It Can’t Find Talent with Enough 

Sharp Thinking,” December 12. 
Fox News (Gina M. Raimondo et al.), 2025, “US Needs to Break China’s Supply Chain Chokehold to Win the Tech Race,” November 26. 
Gesellschaft für deutsche Sprache (GfdS), 2025, „Wörter des Jahres 2025“, Wiesbaden, December 5. 
Global Times, 2025, “China Sets New Record of Speed in Superconducting Electromagnetic Propulsion for a Maglev System: Media Report,” 

December 25. 
Global Times (Chen Qingrui), 2025, “Chinese Carmakers Reported to Top 2025 Global Sales for the First Time, Overtaking Japan; Projection Reflects 

‘Inevitable’ Trend: Expert,” December 30. 
Holbrow, Hilary J., 2025, The Future Is Foreign: Women and Immigrants in Corporate Japan, Ithaca, NY: Cornell University Press, December. 
Hou, Junyi et al., 2025, “PaperDebugger: A Plugin-Based Multi-Agent System for In-Editor Academic Writing, Review, and Editing,” arXiv.org, 

Ithaca, NY: Cornell University, December. 
Jia, Ruixue (贾瑞雪) et al., 2025, The Highest Exam: How the Gaokao Shapes China [«最高考试: 高考如何塑造中国»], Cambridge, MA: Belknap 

Press/Harvard University Press, September. 
Military.com (Allen Frazier), 2025, “Seven American and German Soldiers Sat Down and Enjoyed a Christmas Dinner Together during the Battle of 

the Bulge,” December 26. 
Miranda-Pinto, Jorge et al., 2025, “Connected for Better or Worse? The Role of Production Networks in Financial Crises,” NBER Working Paper No. 

34604, December.  
NBC News (Jared Perlo), 2025, “An AI Pioneer Says the Technology Is ‘Limited’ and Won’t Replace Humans Anytime Soon,” December 27. 
New York Times (Javier C. Hernández (赫海威) and Hisako Ueno), 2025, “China’s Mad at Japan, and Pop Stars Are Paying for It [北京惩罚日本, 

为何拿流行明星‘开刀’?],” December 6. 
New York Times (David Streitfeld), 2025, “Why the A.I. Boom Is Unlike the Dot-Com Boom,” December 9. 
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Reuters (Eduardo Baptista and Toby Sterling), 2025, “Nexperia Accused by Parent Wingtech and Chinese Unit of Plotting to Move Supply Chain,” 

November 28. 
Reuters (Shivani Tanna and Rishabh Jaiswal), 2025, “Trump Vows to Freeze Migration from ‘Third World Countries’ after D.C. Attack,” November 28. 
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South China Morning Post (Julian Ryall), 2025, “Japan’s English Skills Crash to Record Low, behind Laos and Vietnam,” December 12. 
South China Morning Post (Wency Chenin), 2025, “Stuck in the Factory: How Robotics Pioneer Japan Missed the AI-Driven Humanoid Boom,” December 14. 
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3. 編集後記 

昨年を締めくくる言葉は“熊”と「働いて働いて働いて働いて働く」であると聞いた。 
Oxford Universal Press は昨年の言葉として、online 上で意図的に人の怒りを誘発する事を意味する“Rage Bait(怒りを呼び覚ます餌)”を選んだ。また

ドイツ語協会(GfdS)はKI-Ära(AI 時代)、Drohnisierung(ドローン化)、Wohlstandsverlust(生活苦)、Klimamüde(気候問題疲れ)等 10 個の言葉を選んだ。  
今年を締めくくる言葉が心温まる明るい気持ちを呼び覚ます言葉である事を願っている。            以上 

(編集責任者) 栗原 潤 
キヤノングローバル戦略研究所  研究主幹 

Jun KURIHARA 
Research Director, Canon Institute for Global Studies 

〒100-6511  東京都千代田区丸の内 1-5-1 新丸の内ビルディング 11 階 Tel: +81-(0)3-6213-0550 (代) Kurihara.Jun@gmail.com 
過去の Cambridge Gazette はネット上で見ることが出来、ダウンロードも出来ます。ネット上でキヤノングローバル戦略研究所のウェブサイトに行き、そこで栗原のコラム・論文

の欄をクリックして頂ければ、バックナンバー全てを見ることが出来ます。  
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Appendix 1/付属資料 1 

 

List of Papers in The Digitalist Papers: The Economics of Transformative AI  
スタンフォード大学デジタル経済ラボが 12月に発表した書籍の中の論文 

 
01 The Economics of Transformative AI 
02 The San Francisco Consensus 
03 The Democratization of Intelligence 
04 Private Physical AI for the Edge: Small, Energy-Efficient, and Everywhere 
05 The Universal Innervation of the Economy 
06 Advanced AI as a Global Public Good and a Global Risk 
07 “Career” Advice from the AI Frontier: Preparing Young People for Work in the Age of Transformative AI 
08 Beyond Job Displacement: How AI Could Reshape the Value of Human Expertise 
09 Universal Basic Capital: An Idea Whose Time Has Come  
10 Resilient by Design: Dual Safety Nets for Workers in the AI Economy 
11 Preserving Fiscal Stability in the Age of Transformative AI 
12 What’s There to Fear in a World with Transformative AI? With the Right Policy, Nothing 
13 Transformative AI and the Increase in Returns to Experimentation: Policy Implications 
14 Information in the Age of AI: Challenges and Solutions 
15 Transformative AI in Financial Systems 
16 Titans, Swarms, or Human Renaissance? Technological Revolutions and Policy Lessons for the AI Age 
17 Economic Possibilities for Artificial Intelligence 
18 Cheap Goods for Everyone? The Impact of Market Power in Artificial Intelligence on Welfare and Inequality 
19 Open Global Investment as a Governance Model for Transformative AI 
20 Strategic Dynamics in the Race to AGI: A Time to Race Versus a Time to Restrain 
21 Beyond Rivalry: A US-China Policy Framework for the Age of Transformative AI 

 

Appendix 2/付属資料 2 

 

Figure 1  The Proportion of Japanese Employees Using AI at Work Is  
the Lowest among Countries Surveyed 

図 1  職場で AIを使用する日本の従業員の比率は各国調査の中て最低 

 
Source: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), “Artificial Intelligence and the Labour Market in Japan,” 

Paris, November 18, 2025, p. 21. 
 

金融・保険分野 製造分野 

国別の AI を使用する従業員の比率 (%) 
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Figure 2  While the Japanese Employees Using AI at Work  
in the Information and Communications Sector Exceeds 20%,  

There Are Significant Disparities across Other Sectors  
図 2  情報通信部門における職場で AIを使用する日本の従業員の比率は 

20%を超えている一方、他部門における比率には著しい格差が存在 

 
Source: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), “Artificial Intelligence and the Labour Market in Japan,” 

Paris, November 18, 2025, p. 23. 

 

Figure 3  There Are Regional Disparities in Japan, with Employees  
in the South Kanto and Kinki Regions Being More Likely to Say They Are Using AI 

図 3  AI使用比率には地域間格差が存在し、 
南関東地方や近畿地方では AI使用を語る比率が高い 

 
Source: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), “Artificial Intelligence and the Labour Market in Japan,” 

Paris, November 18, 2025, p. 28. 
  

分野別にみた AI を使用する従業員の比率 (%) 

地域別の AI 使用従業員比率 (%) 
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Appendix 3/付属資料 3 

 
Figure 4  PLA Operational Areas around Taiwan in 2024 

図 4  台湾周辺における人民解放軍の活動領域 (2024年) 
 

 

 
Source: U.S. Department of War, “Annual Report to Congress,” Washington, D.C., December 23, 2025, p. 49. 

 

 

 


